
沿岸国の港湾整備が内陸国の貿易構造に与える影響分析* 

An Impact of Port Improvement in a Transit Country on Trade Structure of a Landlocked Country* 
 

 

石黒一彦**・稲村肇*** 

By Kazuhiko ISHIGURO** and Hajime INAMURA*** 

 

 

１．はじめに 

 

世界貿易機関における貿易自由化の議論の進展ととも

に，世界各地で自由貿易協定が締結されるなど，貿易障

壁削減への関心がますます高まっている．貿易自由化は，

そのメリットが比較生産費説など古典的な貿易理論で示

されていたが，政治や外交の問題だけでなく，各国内の

利害調整が大きな壁となり，徐々にしか進展してこなか

った．近年の EUなど世界各地での自由貿易地域の形成

や自由貿易協定の締結が概ね成功している事実を受け，

貿易自由化の議論がようやく加速してきたところである．

しかしその一方で，貿易自由化の議論から取り残された

格好となっている国々がある． 

海に面していない内陸国にとって，隣接国以外との貿

易の際には，多くの場合海に面した他国を通過する必要

がある．内陸国が他国と自由貿易協定を締結したとして

も，通過国の事情によってはその効果が十分に発揮され

ないことも考えられる．そのため，内陸国は任意の他国

との自由貿易協定の前に，まず近隣の海に面した国も含

めた地域全体の貿易自由化を進めざるを得ない．地域協

定と二国間協定を並行して議論を進められる沿岸国と比

較すると，そのハンディキャップは大きい．また，内陸

国は地理的制約から貿易において高い輸送コストを甘受

しており，それが経済発展の障害となっている．内陸国

の発展のためには，貿易制度だけでなく，沿岸国など通

過国の交通施設整備も必要である． 

通過国が内陸国の事情に配慮した交通施設整備を行う

ことが期待できない場合もあり，先進各国は ODA とし

て通過国の交通施設整備も含めた内陸国支援を行ってい

る．本研究ではそれら支援の効果を検証するため，沿岸

国における港湾整備が内陸国に与える影響について，特

に貿易構造の変化に着目して分析を行う． 

 

２．状況想定と分析手法 

 

（１）状況想定 

本研究では内陸国 A 国，沿岸国 B 国，他地域の C 国

の 3 カ国間貿易を分析対象とする．想定する内陸国の状

況および内陸国の輸入貨物の流れを図－１に示す．他地

域の国 C 国から内陸国 A 国への輸入貨物は，C 国から沿

岸国 B国まで船舶で輸送され，B国の港湾においてトラ

ックに積み換えられ，A 国まで輸送される．その際に A

国だけでなく B 国でも通関処理が必要とされる．B国に

おける港湾整備，道路整備，通関システム整備は，直接

A 国に影響を及ぼすため，A 国にとっては自国内の交通

施設整備と並んで関心の高い政策である．内陸国からの

輸出貨物の流れに関しては，輸入貨物の逆の流れとして

同様に考えることができる． 
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図－１ 内陸国の輸入貨物の流れ 

 

（２）分析手法 

筆者らは従来，生産要素や生産された財の市場におけ

る需給均衡点を求めることにより，多地域の各地域にお

ける生産，消費，政府行動等を推定できる多地域応用一

般均衡体系に基づくモデルを開発してきた．これらは政

策や技術変化をパラメータとして外生的に考慮すること

が可能であるため，それらの影響を地域別に計測するこ

とが可能である．本研究においては，既に開発した運輸

業の行動を考慮した多地域応用一般均衡モデルを基に，

国際海上輸送と国際陸上輸送を明示的に表現するように

改良したモデルを用いて分析を行う． 

港湾整備や道路整備の効果は運賃に反映されると考え

られるため，海上輸送，陸上輸送それぞれの運賃を低下

させた時の効果を推計する．定式化において運賃は内生

的に決定される構造となっているため，特定の国の政府

が運賃補助を行うものとして計算を行う． 
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３．モデル 

 

（１）仮定 

 本研究では，輸送業も含めた各産業の生産関数および

家計の効用関数として，各財の価格変化による投入構造

変化を比較的簡単な手法で考慮可能な一次同次

Cobb-Douglas 型関数を採用する．一般的に，生産関数

においては生産要素投入の代替のみを考え，中間投入財

間の代替は考慮しない．本研究では主に海運業の生産構

造変化を通した財価格の変化の影響分析を主眼にモデル

構築を行うため，安藤と同様に中間投入財間の代替も考

慮している．生産関数を式(1)に示す．生産者は利潤最大

化行動を行い，家計は所得制約下の効用最大化行動を行

うものとする． 
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 財の輸送主体として，国際海上輸送業と国際陸上輸送

業と各国内の国内輸送業を考慮する．BC 国間の国際輸

送はすべて国際海上輸送業が，AB 国間の国際輸送はす

べて国際陸上輸送業がそれぞれ行い，国内輸送はすべて

各国の国内輸送業が行うものとする．国際海上輸送業は

B国およびC国の資本と労働を固定的に利用して輸送サ

ービス生産を行い，資本のレントと労働の賃金はそれら

の帰属国の比率に応じて各国に移転される．国際陸上輸

送業についてはA国とB国において国際海上輸送と同様

に扱われる． 

 その他，以下の仮定を置く． 

・ 資本と労働の国際移動は考えない．労働は産業間を

自由に移動できるが，資本は産業間の移動もできな

い． 

・ 政府は法人税，所得税，間接税を徴収し，それを財

源として政府支出を行う．政府も家計と同様に効用

最大化行動を行うものとし，効用関数形は

Cobb-Douglas 型とする． 

・ 法人税率および所得税率は各国において外生的に与

えられる．間接税額は各国各産業において外生的に

与えられる． 

・ 最終需要項目としては家計消費支出，政府支出，固

定資本形成を考慮する． 

・ 同一財でも生産地が異なれば別の財と見なす． 

・ ROW 産財の生産者価格は一定とする． 

・ 各国産各財の ROW への輸出量は一定とする． 

 

（２）均衡体系 

各輸送業は与えられた輸送需要に対して輸送サービス

を供給する際に費用最小化行動を行い，結果として運賃

が決定されるものとすると，他の産業と同様の定式化が

可能となる．輸送業，生産者，消費者の行動を定式化す

ることにより，以下の均衡体系が導かれる． 
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（国際陸上輸送） 
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（国内輸送） 
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s
jX ：s 国 j産業の生産量 

ToX ：国際海上輸送サービス生産量 

TlX ：国際陸上輸送サービス生産量 

s
TcX ：国内輸送サービス生産量 

rs
ijx ：s 国 j産業の r 国産 i財の投入量 

s
jK ：s 国 j産業の資本投入量 

s
jL ：s 国 j産業の労働投入量 

s
jp ：s 国産 j 財の生産者価格 

rs
ijc ：s 国 j産業における r国産 i財の投入に要する輸送

費 

Top ：国際海上輸送の単位重量距離あたり運賃 

Tlp ：国際陸上輸送の単位重量距離あたり運賃 

s
Tcp ：国内輸送の単位重量距離あたり運賃 

s
og ：s 国政府による国際海上輸送運賃補助単価 

s
lg ：s 国政府による国際陸上輸送運賃補助単価 

s
jρ ：s 国 j 産業の資本の賃貸料 

sω ：s 国の労働者の賃金 

rs
iky ：r 国産 i 財の s 国最終需要項目 k の消費量 

s
kW ：s 国最終需要項目 k の消費可能額 

（k＝ １：家計消費支出，２：政府消費支出， 

  ３：固定資本形成） 
s
Kτ ：資本所得に対する税率（法人税） 

s
Lτ ：賃金に対する税率（所得税） 

s
jIT ：s 国 j 産業に対する間接税額 

sσ ：s 国の家計の貯蓄率 
sTR ：s 国の純移転所得 

r
iE ：r 国 i 産業の R.O.W.への輸出量 

r
im ：r 国産 i 財の単位量あたりの重さ 

rsd ：rs 間の距離 

α ， β ，η ：パラメータ 

 

４．３カ国間貿易への適用 

 

適用結果については，発表会時に示す． 

 

５．まとめと今後の課題 

 

国際海上輸送部門，国際陸上輸送部門，国内輸送部門

をそれぞれ表現し，さらに政府からの国際援助も考慮可

能な多地域応用一般均衡モデルを構築した．本研究は国

際港湾のあり方や政府開発援助を議論する際の材料を提

供できると考える． 

3 カ国間の貿易はすべて B国を経由して行われること

より，本研究で想定する輸送ネットワークは，ハブ＆ス

ポーク型に類似している．ハブ＆スポーク型ネットワー

クにおいては輸送の規模の経済性が問題となる．一般均

衡体系において規模の経済性を考慮することは一般的で

はないが，今後は輸送における規模の経済性を考慮する

ためのモデル改良を行う． 
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